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一般的利潤率形成の論理

一-w資本論』体系における生産価格と
価値法則との関連についてー-

降旗節雄

はじめに

一定の生産力水準を前提とすれば，産業資本にとって各生産部門における

有機的構成が相違するのは常態であるのだから，その生産のために必要な労

働の量によって商品の価鰻が決定されるという「価値法則j と，自由競争を

前提とするかぎり等量の産業資本にとっては等量の利調がもたらされるとい

う「平均利j閣の法則Jとは，相互に飽を排除しあう競定であるといわねばな

らぬであろう。

A.スミスは資本家的生産における後者の支記を主張するために， f!函植法

則の貫徹を「ストックの蓄積と土地の私有に先だっ初期未開の社会Iりにか

ぎらなければならなかったし， D.リカードは価値法則の資本家的生産にお

ける支配を前提としながらも，この「原則は，機械その他の国定旦つ剥久的

な資本の使用のためによほど修正をうけるわJとしたため，やはり{制度法則

の完全な妥当領域は「機械または耐久的資本の使用されることが少ない社会

の初期段措3)Jに眼定せざるをえなかった。

このように価値法則を現実の商品交換における等価交換の法出と理解する

かぎり，それは王子均利潤乃至生産価格の規定の支配する資本家的生産の偲加

的競争領域における諸現象と矛盾せざるをえないのであって，この問題を

全に論理的に解明することが，資本家的生産の一般的運動法別解明の中心テ

ーマの一つをなすとともに，その成苔にまた理論体系の全命数がかけられる

ことになった。この開題におけるつまづきが，古典派解体の根本原由の一つを
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なしたことはよく知られているとおりであるが，古典派理論の正当な継承者

としてのマルクスの『資本論J体系においても，この問題は同じ意味をもっ

て迫ったのであって w資本論』体系，とくにその第3巻第1篇・第2篇の

展開をとおして，この問題に対する終局的な解答があたえられたことが，古

典経済学の批判的継承の完遂と資本家的生産様式の一般的解明の基本部分の

完成とL寸重要な意味を『資本論』体系におわせることになった，と一般的

には考えられている。たとえばエンゲルスは『資本論』第2巻の序文におい

て，リカ{ド学派崩壊の原因として二点をあげ一一第1点は労働価値説と資

本の価値増殖の根拠との関連の開題，第2点は儲{農法期と王子均和潤との関連

の問題一一この第2点な「マルクスはすでに原稿時比判』で解決していたo

f資本論Jの計画によれば，この解決は第3巻で行われる」として 1瀦 2巻

の光彩陸離たる諸研究と，前人未踏の領域での第2巻のまったく新たな諸成

果とは，第3巻一一これは資本家的生産の基礎上で、の社会的干写生産過程にか

んするマルクスの叙述の最終成果を展開するーーの内容にたし、する前おきに

すぎなしめj とのべている。そしてかれは 1第3巻の公刊までにはなお数

カ月かかるであろうJから「ロードベルトゥスにおいてマルグスの秘密の源

泉および卒越せる先駆者を発見しようとする経済学者たち」にたいして「価

値法則を害わぬばかりでなく，むしろ価値法則にもとづいて同等な平均利潤

率が形成されうる一ーまたは形成されねばならぬ一ーということを涯現ずる

ならば，その時にまた一緒に話しあいたし、。とにかく急、いでほしし内Jと決

定的な手袋をなげつけている。もってマルクスのはたした「価値法府にもと

づいて同等な利潤率が形成されるJことの「証明」についてのかれの自信の

ほどがうかがわれよう O

たしかにマルクスは，この問題を『資本論』第3巻第1編・第2篇にお

いて解決した。しかしそれは完全な意味で、の終局的解決で、あったか。ともあ

れ，それ以後のマルクス価値論への批判は，資本論の冒頭の，いわゆる蒸溜

法による縮値実体の検出と，価値法則にもとづく王子均利潤形成の問題との一

点を軸として展開され，とくに後者は 11894年『資本論』第3巻公刊いらい
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マルクス主義経済学の大部分の議論において中心的地伎を占めめJることに

なったのである。

いわゆる蒸瀦法への批判と同様，この問題(以下一般の慣例にしたがって

「転化問題j とよふりにたいする批判も，ベーム・ノミヴエルグのこ著『マル

クス学説体系の終鷲』と『資本と利子Jによって，その基本的姿勢はうかが

ゐわれるが，この転化問題にかんしてはとくにL・ボルトキヴィッツの二つの

;命文 wマルクス体系における価値計算と儲格計算~ (邦訳『マルグス髄値

学説批判~ )と wr資本論」第3巻におけるマルクスの基本的理論構造の修

正Jが，特殊な意味をもって，論争の主要水脈を形成することになった。と

いうのは，ボルトキヴィッツの方法は，マルクス主義経済学者P・スウイ{

ジイが保証しているように，この転化問題にかんして「マルクスの過誤を発

見しJ， rマルグスが{溜舘の儲格への転イとを中途までしか行わなかったとい

う点6)Jを追跡しつつ， r価格計算の体系が価値計算の体系から導きだされ

うることを示しりJ， もって『資本論』体系の欠陥を修正して，マルクス価

イi宣言合の全体的整会性を恢復することを企図したものだったからである。

かくてスウィージイによるボルトキヴィッツの方法の紹介と再評価とを契

機として「転化問題J論争はたんなるマルクス価値論の批判としてでなく，

その修正による労掛師値説の補完乃査発展をス戸ーガンとして，マルクス主

一義経済学者の聞で再燃することになった。

ここではこの論争の細部にわけいり，この論議の当否，なかんずく数学的

解決の整合性を究明するという手続きはととならなし、。その理由は小稿の行

3命のうちにあきらかとなるであろうが，この転化問題は，もともとボルトキ

グィッツが提起し，スウィージイがそれをうけとめて展開したような，価値

と価格との表式にもとづく均衡条件を検証し，その数字的処理の当否を論ず

るという，いわばたんに取扱の技術的側面にかかわる問題ではなく，歴史的

形成体としての資本家的生産様式を対象としての一般的理論を首尾一貫した

'体系において把催するという『資本論Jの全構成を貫く捜本的方法と関連し

てうけとめられるべき問題だからである。
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1) A ・スミス『国富論~ (宕波文庫絞)100頁。

2) D ・リカード『経済学及び課税の原運~ (岩波文庫版)25頁。

3) D.リカード，向上番37頁。

4) K ・マルクス『資本論~ (青木文庫版〕⑤31賞。(以下『資』と略称する。)

5) P ・スウィージイ『資本主義発授の理論J中村金治訳， 149 王室。(以下 f理論~;

と略称する)

6) If理論~ 156~157頁。

7) If理論~ 168真。

まず問題点、を簡単に要約しておこう O

商品の価値が，その生産に要する労働時間にしたがって決定され，その{面i

{麗どおりに交換されるということ，これは『資本論』第1巻，第2巻の全展こ

開の前提となっていた。他方「資本家的生産の一般的研究Jでは「現実的諸J

関係はその概念に照応するものとして前提されるJために r剰余価値率の，

均等化jは「資本家的生産の進歩」とともに「ますます自己を完遂する 1)J 

ものとされるから，諸資本相互における根本的相違は「諸資本の有機的構成、

の相違と，諸資本の回転時間の相違2)Jのこ点にしぼられることになる。

さて，ここで「一定の部面に投下された総資本の平均を問題とするわj か・

ぎり，この三つの条件一一価値どおりの交換，剰余価値率一定，有機的構成‘

と回転の差の存在一一ーによって規定された資本の運動は次のような結果をも3

たらすであろう o r相異なる生産諸部面における百分比的にみた諸資本一一ー
または同等な大きさの諸資本一ーは，不変要素と可変要素とに不等に分割さ

れ，不等量の生きた労働を運動させ，したがって不等量の剰余価値，つまり

利潤を生みだすのであるから，総資本にもとづいて剰余価値を百分比的に計

算したものにほかならぬ利潤は，これらの資本で相違するoJ 

『資本論』は第3巻第2篇第8章で，このような「蕗品はその価値どおり

に売られるという前提のもとで生ずるわJ r利潤率の相違」という事態を確一

認したうえで，次の第9章で「これらの相異なる科潤率は，競争によって，

これらすべての相呉なる利輯率の平均たる一つの一般的利瀬率に均等化され〆

る4)Jこと論証するのであるO
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以上の『資本論Jの論理過程の基本線をたどれば次のようになろう O

第1巻における資本家的生産過積の「笹接的生産過程として呈示する諸現

象」の研究，および第2巻におけるその「流通過程による補足」の研究をう

けて，第3巻では「全体として考察された資本の運動過程から生ずる具体的

諸形態」の究明，つまり「社会の表面で種々の資本の相互的行動たる競争中

Jにあらわれる「資本の諸姿容Jの考察が行われる。この第3巻第1篇では

「商品の生産そのものが要費するものと資本家が商品に要するものとのj棺

呉が，資本と剰余価値という関係に対して費用価格と利潤という形態規定を

与え，この形態規定のもとで，まず「相異なる生産部商におけるあらゆる高

品がその現実的価憶で販売されると仮定しjて「柏異なる生産部面では甚だ

しく相異なる利潤率が支配的に行われる 6)Jとし、う結果を導きだす。そして

さらにこの費用価格競念を媒介として「費用価格のかかる関等性は，諸投資

の競争の基礎をなし，この競争によって平均利潤が生みだされるわ」ことに

なるO したがって「生産価格の前提は一般的和潤率の実存であり，一般的利

満塁怠はまた，各特殊的生産部屈それぞれの利潤率がすで7こ同等の平均喜容に還

元されていることを前提とするO これらの特殊的利潤率はどの生産部面でも

m 
C 
しく，本巻第 1篇で行われたように商品の{函館から渓関されねば

ならなし、。この展開なくしては一般的利潤率は(したがって商品の生産価格

も)没感性的で，没概念的な表象たるにとどまるめ」ということになる。

だが諸資本の競争の結果もたらされる利潤率の均等化による一般的利潤率

の成立，および価値の生産価格への転化の過程を以上のように説明するか

り，当然この説明にたいして一つの根本的疑問が生ずるであろう。というの

は，このように全社会の剰余価値が，可変資本に対してでなく総投下資本に

比例的にわりあてられて，商品は価値でなく生産価格で売買されるとすれ

ば，そのような利潤配分の基準をなす投下資本そのものがすでに原料，機械

等の舘値の生産価格化によって，したがって一般的利潤率の存在によって影

響されざるをえないからである。

このような異論の発生を予想して，マルクスはこれを 転化」の問
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題としてうけとめていた。(注)

(注) If剰余価{疫学説史JI~3 巻では次のようにのべられている。 r価値の生産価梼

への転化は二重に作用することは明かである。第ーに，一一ー前貸された資本に添加

される利潤は，商品自体の中に含まれている剰余価値以上でもあればあるいは以下

でもある。すなわちそれ自体の中に含まれている不払労働より大なるものをあるい

は小なるものを表現する。このことは資本の及び商品形態におけるその再生産の，

不変的部分について妥当する。けれどもこれを看過tこするにしても，不変資本一一

あるいは素材，補助原料及び労働手段として，約言すれば生産手役として，新たに

生産される商品の価値の中に入り込むところの蕊品一ーの生産価格もまた同様にそ

れ等の価格以上るるいは以下でありうる。かくして，価格から儒{寄せる一価格部分

がその中に入り込んでいる，これは，新たに附加さるべき労力の数量とは，あるい

は，与えられる生産価格のこの生産諸条件を新たなる生産物に転化させる労働の数

量とは，無関係のものである。だからこれだけのことは明白で‘ある，かくの如きも

のとしての・一一生産過程の結果としての・商品の生産価格の価値との差異につい

て妥当することは，構成部分として不変資本の形態において，前提として生産過程

に入り込む商品についても同じく妥当する。不変資本は，その価値と生産価格との

差異が如何ょうであろうとも，常に，一定の労働の数量によって霞き換えられる，

この労働の数量は，新しい商!誌の価値実体部分を構成するのであって，この価健が

その商品の価格において不変に，あるいはまたはなはだ渇くあるいははなはだ低く

表現されようと，それには無関係である。これに反して，生産価格と価値との差異

はすでに前擬された要素として，新たなる商品の価値の中に移転される，それ自身

の生産過程とは無関係にその価格の中に入り込むかぎりにおいては。かようにして

商品の生産価格と価値との稲違は二重に招来される。新たなる商品の生産過程の前

提たる商品の生産価格と価伎との主主異を通じて，また，生産手段tこ現実に追加され

る剰余価値と，算定される利潤との差異を通じて， J (If剰余価値学説史Jマノレ・

エン全集版第11巻205頁)

この問題は『資本論』でも同様な規角から論及されているo I以上の展開

によって，たしかに，商品の費用価格の規定にかんし一つの修正が生じてい

るO 最初には，ー商品の費用価格はその商品の生産に消費された諸商品の価

値に等しい，と仮定された。しかるにー寵品の生産価格は，その商品の買手

にとっては費用価格であり，したがって費用価格として飽の一高品の鏑格形

成に入りこみうる O 高品の生産価格は個寝から背離しうるから，一商品の費

用価格一ーそのうちi
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の高品の総{商鎮のうち，その部品に入りこむ生産手段の価値によって形成さ

れる部分以上または以下で‘ありうる O 費用価格の意義のこの修正を想起する

こと，したがって，ある特殊的生産部閣で商品の費用価格がその生産に消費

された生産手段の価値と等置される場合には常に誤謬が生じうることを想起

すること，一一一これが必要で‘あるO 自)J

しかし，マルクスはこれにつづいて「われわれの現在の研究にとっては，

この点にこれ以上たちいる必要はなし川Jとして，より以上の究明をうちき

っている。したがって，マルクスは w剰余価値学説史』おいても w資本

論』においても，価値の生産価格化にともなう新たな開題一一マルクスのい

わゆる「価値の生産価格への転化」の「二重の作用」と Lづ表現にしたが

うならば，これはさしあたり第一の転化としての「利潤の平均利潤化」に対

する第二の転化としての「生産価格の費用価格化」といってよいであろうが

一ーについては，

てよL、。(注)

しながら，問題の完全な解明は遂行していないといっ

(注)しかし，マルクスは一方で、「これ以上たちいる必要はなし、」としながら，やは

り気にかかるとみえて，ところどころでこの問題にたちもどっている O たとえば価

値の生産価絡化が成立したとしても「社会そのものにおいては，一ーすべての生産

部門の全体を考察すれば一一生産された言者商品の生産価格の総額は，それらの儲伎

の総額にひとししづが rこの命題と矛盾するかにみえるのは，次の事実，すなわ
ち資本家的生産においては生産資本の諸要素は原郎的に市場で、購資され，したがっ

てそれらの偲格はすでに実現された利潤を含むのであって，この見地からすれば，

一生産部門の生産価格がそれに含まれる利i閣もろともに一一つまりー産業部門の利

潤が一一他の産業部門の費用価格に入り込むということであるJ CW資1(9)243頁)

と指摘して，これに対する解答として次のようにのべる。 r全国の諸商品の費用価
格の総額を一方の側におき，全国の利潤または剰余倒値の総額を他方の側において

みれば，切らかに，正しい計算ができるにちがいなし、。たとえばー商品Aをとって

みよう。 Aの費用価格はB，C， Dの利潤を含むかもしれず， B， C， Dなどの費

用価格にもAの利潤が入りこむかもしれなし、。そこで計算してみれば， Aの利潤は

A自身の費用価格には含まれておらず，同様にB，C， Dなどの'fUi腐はそれら自身

の費用価格中には含まれていなし、。自分自身の利i筒を自分の費用価格に雰入するも

のはない。だから，たとえば生産部習がn俄あり，各部iIiiでPなる利潤が得られる

とすれば，すべての部面を一緒にしての費用価格は k-npに等しい。だから全計
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主事を考察すれば，一生産部面の諸利演が他の生産部留の費用価格に入りこむかぎり

では，これらの利潤はすでに最後の最終生産物の総価格に算入されているのであっ

て，ニ度と利i関 f測には現われえない。しかるにそれらの利潤が利潤仮~に現われると

すれば，それはけだし，その商品そのものが最終生産物だったからであり，つまり

その生産価格が他のー商品の費用価格に入ワこまないからにすぎないoJ ((資.](9)

244JO 

しかし「自分自身の利潤を自分の費用価格に算入するものはない」からといって

「全国の諸商品の費用価格の総額を他方の{間jにおいてみるjという操作が可能であ

るはずがなL、。費用価格がすでに他の商品の生産価格によって構成されているかぎ

り，他の商品の価格構成，したがって利潤によって，自己の費用価格は影響をうけ

それをとおして「自分自身の利潤Jも影響をうけざるをえないからである。1"一方

の側におくJ 1"費用価格の総額」を利潤から純粋に分離することが不可能であるよ

うに， 1"他方の側におくJ 1"利潤の・・…総額」を費用価格と無関係に集計するわけ

にはL、かなし、。1"一生産部商の諸利潤が他の生産官s面の費用価格に入りこむかぎ習

でt土，これらの利潤はずでに最後の最終生産物の総価格に算入されているのであっ

て，二度と利潤側にあらわれないJというのも奇妙な論理である。一商品の価格構

成がc十 V 十m (またはp)として，他の商品の費用価格を形成したとしても，前

者を生産する資本家の手に入る利潤は，それとかかわりなく社会的総利潤の計算に

はいらざるをえないだろう O 最終生産物の総価格があらゆる中間生産物の価格をそ

のなかにふくみ，したがってあらゆる中間生産物の総利潤が，この最終生産物の売

却によって実現されるとするならば，これはアダム・スミスのいわゆる「交換価伎

のV十mへの分解Jのドグマにも匹敵すべき錯乱という以外にない。もっともここ

で、は，マノレタスはたんに費用価格の生産価格化によって生ずる利i障の二重計算とい

う問題にたし、して，その修正計算の手続きをのべているにすぎなし、かもしなし、。し

かしその場合でも，総利j関の計算においては「最終生産物Jにおける矛Uill!lしか問題

にならないというのは明らかに誤りであろう。

マノレタスはさらにこのほかに，費用価格の生産価格化による，価格の価値からの

背離について，不変資本と可変資本とを分けて考察し， 1"不変部分についていえば

…ー今や費潟価格プラス利潤に等しいのであって，この利潤がまた剰余価値一一利

潤によって代位される剰余締儀一ーよりも大または小でありうるJ， 1"可変資本に

ついていえば・・…・労力者が必要生活手段を生産するために労力しなければならぬ時

間数の価値生産物に等しいが，この時限数そのものがまた必要生活手段の生産価格

の嫡緩からの湾総によって偽造されているJ((資.](9i 245 J[)とのべている。そし

てこのような価値からの価格の「背離」乃至「偽造」も， 1"つねに一方の商品に剰

余価値として過多に入りこむだけ，他方の商品に過少に入りこむということに，し

たがってまた，言語商品の諸生産価格にひそむ価値の諸背離は相殺されるということ

に帰着するJCK'資.](9間支)というのである。しかし市場儲格が市場価値を中心と
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て動き，価格の価値からの背離は，結局資本の運動によって機構約にたえず全体と

して調整されることになるとL、う問題一一「市場価値から背離する諸市場価格は，

その王子均数からみれば市場価伎に均等化される，というのは市場側健からの諸背離

はプラスおよびマイナスとして止揚されるからである。 Jcr資J9i284 JOという
問題一ーと，この費m価格の生産価格化による価格の価値からの背離という問題と
は，全く異った性格をもっ。言iT:i告は需給関係の変動にもとづいて，価絡がたえざる動

揺のうちに市場価僚に均等化される機構をいうのに対して，後者はこのような市場

価値を形成する生産価格自体が，一定の生産力水準を前提とすれば，永続的に{出{渡か

ら背離して形成されねばならぬことをさしているのであって，この背離自体は，た

えざる価格変動によっても消去されるものではない。しかもこのように生産価格の

形成自体が，たんに一定の時点において生産された商品の価値を均等化することに

よって行われるのではなく，その磁品の生産に参加する原料，機械等の価値の修正

物たる生皮{溜格が費用{阪格の:構成要素としてはいりこんで、くることになると，この

価値に対する生産価格の背離は，決して「一方の商品に剰余依伎として過多にはし、

りこむだけ，他方の商品には過少にはいりこむJということにはならない。このこ

とは社会的再生産の過程においては，あらゆる生産物が，他の商品の価格形成要素

となるのではなく，マルクスのいわゆる「最終生産物」として，資本家の生活資料

となって過程外に分離してし、く商品のあることを考えただけで明らかであろう O

しかし「商品はその価値どおり売られるという前提のもとで10)j ，まず「

相異なる産業部門では，資本の有機的構成の椙違に照応して……不等な利潤

率が支配的に行われるのであり，したがってまた，同等な剰余価値率のもと

では，同等な有機的構成をもっ資本にとってのみ……利潤は資本の大ささに

比例し，従って同等な大いさの資本は同等な時間内には同等な大いさの利潤

を生むという法則II)j がみちびきだされるとし， r諸資本の競争」を媒介と
して「この競争によって平均利j障がうみだされる 12)j ことを証明しようとし

たマルクスにとっては，剰余価値がまず「平均剰余価値13)j として，価値に

よって計算された諸投下資本に対してわりあてられるというのは，価値の生

産儲格への転化の第一段階をなすにすぎず，さらに費用価格自体が生産価格

化することよって「平均剰余価値Jが「乎均利潤」 として完成される段階

まで，この転化の論理を追求することが，論理的には当然要請されるであろ

う。

この第一段階においては 品の費用髄格はその商品の生産に消費され
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た諸商品の価値に等しいと仮定された均j。いまや第二段摺として，この「

{反定」をとりさり r~商品の生産価格は，その荷品の買手にとっては，費用

価格であり，したがって費用価格として他のー商品の価格形成に入りこみう

る14りという事態のうえにたって r商品価値の生産鏑格への転形jの論理

を完成させねばならぬ。しかし，マルクスは，この第二段階の究明を放棄し

た。 rわれわれの現在の研究にとっては，この点にこれ以上たらいる必要は

ない」というのであるO その理由は，この第一の転化および第二の転化をと

おして生産価格がし、かに価値から背離したとしても結局「社会そのものにお

いてはーーすべての生産部門の全体を考察すれば一一一生産された諸商品の生

産儲格の総額は，それらの価値の総額に等しし、15りからであり r諸商品の

総価値は総剰余価値を規制し，しかも，総剰余価値は平均利潤したがって一

般的利潤率の高さを規制する一一一一般的法則として，または諸動揺を支配す

るものとして一一ーのであるから，価値法則は生産価格を調整する16)J からで

あった。

しかしその論証は行われていないし，またかれが行おうとしたかぎりでは

不完全であった。むしろ，その生産価格が儲{霞から偏備した資本家の生活資

料が，たえず資本の再生産過程外へ排掠されてゆくことによって rすべて
の生産部門の全体Jとしても，総価{直からi事傍した総価格が成立せざるをえ

ないのである。(注)

(注)もっともマルクスは，労働者の生活資料にかんしても，その生産に必要な「労

働時間そのものがまた，必要生活手段の生産価格の価値からの背離によって偽造さ

れているJCi資J!(9)245頁)と主張している O

したがって「諸商品の総価値は総剰余{価値を規制し，しかも，総剰余価値

は平均利潤したがって一般的利潤率の高さを規制するj ことをもって，価値

法則による「生産価格の調整」とするかぎり，つまり価億法則の生産価格と

しての貫徹をこのようなものとしてとらえるかぎり，この第一段階の転化を

もって理論的究明をうちきり， r現在の研究にとってこの点(第二段階の転

化一引用者)にこれ以上たちいる必要はないj としてしまうわけにはし、かな



一般的利潤率形成の論理降旗 55 

い。だがマルクスがこの第二段階の転化の究明をうちきったのは，この転化

によっても，総体としての価値と儲格との関係には何の変化もなく，その論

証の手続きも第一の転化のより展開した応用にすぎなかったからなのだろう

か。それともこのような第一の転化の論理の延長線上に，第二段階の転化を

行わせ，それによって「諸商品の総価値は総余価値を規制し，しかも，総剰

余価値は平均利潤，したがって一般的利潤率の高さを規制する」という過程

を，具体的に論証することが理論的に不可能だったからなのか。この疑問に

はのちに再びたちかえることにして，いまはこのようなマルクスの論証の中

断をとりあげて，その再展開を意図したマルクス批判者乃五修正論者の論理

を追求することにしよう O

1) If資.n(91220頁。

2) If資.n(9;222頁。

3) If資.n(9)230真。

4) If資.n(9) 240~241 }'{。

5) If資.n(8173}'{。

6) If資.n(9;262頁。

7) If資.n(9i235頁c

8) If資.n(9)240真。

9) If資.n(9)250頁。

10) If資.n(9)230頁。

11) If資.n(9)234頁。

12) If資.n(9)235頁。

13) If資.n(9;237頁。

14) If資.n(9;250頁。

15) If資.n(9)243賞。

16) If資.n(9;270真。

2 

ボルトキヴィッツにはじまる一連の「マルクスによる転化の方法」に対す

る修正論の根本的な特徴は， Iマルクスの過誤の原因 1)Jを検証するさいに

「価格計算」の整合性をまず再生産表式の均衡条件をみたしうるかどうかを

基準にして判断しようとするところにある。(注)
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(注)たとえば， R'L ・ミークはこの「転形問題Jを次のように「要約Jしている。

「さまざまな生渡部門間の諸関係や，転形の結果みたざるべき諸条件を，数学的意

味における『既知Jの方程式苦手のかたちで，すなわちおおざっぱにいえば，方程式

の数と未知数の数が等しい方程式群のかたちであらわしうるかということである O

これらの研究の背後にある想定は，もしこの関係や条件が実際にこのように表現さ

れうるとするとIr儲僚から{価格をひきだす』マノレタスの方法自体が，不当なもの

から妥当なものに転形されるということであるoJ (ミーグ「労働{節鍍論史』邦訳

244頁)

したがってマルクスがこの転化問題を扱うにさいして「五つの棺異なる生

渡部面Jをとったのに対して，一連の修正論においては，必ず二部門乃安三

部門(生産手段，労働者の生活資料，資本家の消費財)をとる o 注)

(注)ボノレトキヴイツツは，マルクスの五部門分割をうけついでいるが，しかしその

うち二部門は生産手段，他の二部門は労働者の生活資料，残りは資本家の消費財と

して，数字を修正し，実質的には三部門として処潔している。 iマルクスの計算は

まったく任意のものであるからこの修正はゆるさるべきことであるJ (ボルトキヴ

イツツ『マルクス倒鐙学説批判J邦訳12頁)というのである。

価値計算から価格計算に転形されるのに応じて，この二乃至三部門間の単

純再生産の均衡条件(lvトIm口 nc)がみたされるかどうか，ボルトキ
ヴィッツ(したがってスウィージイ)におけるマルクスの「転化問題」の難

点も，またその解決も，一切はここにかかっているのである。

かくて「第2段暗の転化」問題をめぐる論争は結局この点を基軸として展

開され，価格表式における再生産的均衡条件を満足させる数字の配分を追求

するという，新たなかたちの問題において設定しなおされることになった。

マルグスの示した数字はこのような再生産の均衡条件をみたしえないことは

いうまでもなL、。転化問題の例解のためにかれが作製した数字は，もともと

再生産表式とは全く無関係で、あった。何故そうなのか。それには後でたちか

えることにして，ともかく再生産表式の均衡条件を生産価格に転化した表式

においてみたそうとする論者の課題は，まずこの線上においてマルクスの数

字をくみかえることであった。これは比較的単純な算術の問題である。わし

かしその結果総剰余価値と総利潤，あるいは総価値と総生産価格の一致が破
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られるO というのはつねに一定の再生産過程外に排出される生産物があり，

これをど生産する部門の有機的構成が社会的平均である必然性は存在しえない

ことを考えただけで明瞭であろう O かてて加えてボルトキヴィ y ツも指携し

ているように， {!磁{痘表式は労働時間で算定されたのに対して，価格表式は貨

幣によって，つまり金の一定の使用価値量によって算定されねばならず，産

金業の有機的構成もまた社会的平均である必然伎は存しないのだから，この

点からも価値表式と価格表式とはくい違ってくるというわけである。 3)

スウ 4ージイ以後の「転化問題J論者の関心は，かくてもっぱらこの二つ

の難点を価格で表示された再生定表式の内部で、どのように整合的にとくか，

という点に集中された。ここではこの二つの点をめぐる算術的解法のあれこ

れについて具体的に立入ることはしない。これらの研究の明らかにしたとこ

ろによれば表式の仮定のおき方で，総剰余価値z総利潤でも，総価値=総生

産髄格でも，その要請はみたしうる。

しかしそれは特殊なかぎられた前提乃至仮定を要求し，そのかぎられた前

提内での価鎮と価格の一致を数字的に示すにとどまるO たとえばボルトキヴ

ィッツやスウィージイは，第3部門の有機的構成を社会的平均とし，ウイン

タ{ニッツは，総儲{症が総価格に等しいという限定を付し，ミークは総剰余

価値が総;flj潤に等しいとL、う仮定を設けるO だがこれらの前提乃至仮定は，

それぞれ相互に排除しあうのであって，ミークのいうように「経済のさまざ

まな部門が相互に関連している様式にかんして，どんなにうまい一線の仮定

をっくりあげてみても，それにさまざまな組合せの数字をあてはめてためし

てみれば，投入量の価値も産出量の錨値も，ともに生産価格に転形さるべき

場合には，総、科i簡を総剰余儲値に等しくするとともに，総生産価格を総価値

しくするような同時的転形を，ひきおこすのは，ふつうには不可能だと

いうことがすぐわかるめ」のである O

したがって間われねばならぬのは，特殊なかぎられた前提をたてて，この

ような髄格による再生産表式の均衡可能性をさがしもとめることが，マルク

スの価値論においてどのような意味をもっか，であるO 価格による再生産表
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式の均衡が，きわめて限定された条件のうえで成立することを論証すること

によって，第2の転化問題をとこうとする一連の試みが，たとえ成功すると

しても，それは逆にそのような痕定乃査仮定をとりはずせばデこのような論

証は不成功に終るということを証明することにもなる。したがって，条件がる

摂定され，数式が精密イとされればされるほど，その数式的展開はデ転化問題:

の第2段階の一般的解明としての適合性の範囲を縮小してくることじなる。、

このような転化問題の第2段階の数式的整理のもたらす論註結果の不毛性は

ついにこれらの論者をして，当の数式的展開そのものの論証効果に疑問を抱i

かせるにいたった。さきにあげたミーグもその例であるが，かれは別の{短所

でこの点を次のようにも表白しているo rボルトキヴィッツ，ウインタ{ニ

ッツ型の転形を，第3巻でのマルクス論議の第2段階を{例証するために，適i

当に使われうるには，なにかそれ以上のものが必要なようにわれわれには患、

われる」。ミークはこのように，転形の数式による解明の一般的試みに，疑

問を提出したあとで， この「例証j のために「それ以上のものj を提出し

ている。 rマルクスにとって本貿的な点は，総剰余髄値が利j聞に転化し，し

たがって{図鑑が価格に転形したあとでも，労働力の価値と商品一般の価値と

の間の基本的比率は，この転形の結果として変化されぬままだとみなしうる

ということであった。……すなわちこの比率がじっさいに不変のまま残るよ~

うな転形をひきおこすことは，もし第2部門の資本の有機的構成が社会的平

均に等しいと仮定するならば，まったく可能であり，そしてこのような転形

は，マルクスの議論の第2段階との関連で使用すべき適切な算術的例誌を提

供しうるのだ…めJ

「マルグスにとって重要な点Jはたしかに「総剰余価値が科潤に転化Jするu

ことであって，これはいいかえれば，いかに価値が生産価格に転化し，費用、

価格が生産価格化したとしても， r諸商品の総価値は総剰余価値を規制し，し

かも総剰余価値は平均利潤，したがって一般的利組塁手の高さを規制する……

のであるから，価値法則は生産儲格を調整することになるJ点を確認するこ

とであった。したがって，いかに価格が価鰻から背離したとしても， r労働}
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力の価{痕と商品一般の価鑑との間の基本的比率はこの転形の結果変化されぬ

ままだJということが論証されれば，たしかに「総剰余価額が利潤に転化j

したことが確認されたことになるであろう。ミ{クは生産価格への転化後のi

価値法期の貫徹をこの点に求めたのだが，しかしこの論証をかれのように「

第2部門の資本の有機的構成が社会的平均に等しいと仮定する」ことによっ

て，遂行しようとするならば，これまた第3部門の有機的構成を社会的平均

とする論者と同様，きわめて馬鹿げた論証というほかはない。第2部門にし

ろ第3部門にしろ，その有機的構成が社会的平均である必然性はまったく存

在しないのだから，このような論証は論者の意図とは逆に，きわめて偶然、的

な特殊な場合をのぞいて，生産価格への転化後の一般的な儲値法則の貫撤を

否定する結果をもたらずであろう。(注)

(注)M・ドッブも同じ論誌を行なっている。 r明らかにかれ(マルクス…引用者)
が念頭においていたのは，総体としての完成商品の{沼健と労働力の価値との間の関

係一ーリカードとともにかれもまた，利j隠が依存すると考えていた決定的な関係

一ーであった。労働者と資本家への総、生産物の分配(したがってまた，利潤の蚤と

喜界)がこの二つの議によってきまるということは尚依然として真突であり， (もし

仮りに生活資料を生産する一群の産業における『資本の構成』が産業全体の平均と

大して違わないと仮定することができるとすれば)この決定的に重姿な関係は，尚

依然として第1巻の単純な様式に従って決定されるものとして，取扱うことができ

るとかれは述べた。もしそうだとすれば，剰余偲伎の分析および剰余儀{直を決定す

る諸勢力の分析は，第3巻において導入された修正によって，無効にされなかった

のであるoJ0政治経済学と資本主義J 邦訳68~的資)もちろんマルクスは r利

i関の量と率Jが「商品の価値と労働力の価値との間の関係Jに「依存するJという
ことの根拠を，第2部門の「資本の構成jが「産業の平均と大して途わないと仮定

すること」に求めたことは一度もなかった。

社会的再生産の総体における部門間や部門内の関係について，きわめて特

殊な条件を設定することによって，それと対応した特殊な生産価格の表式を

成立せしめるとL、う方法は，その価格表式がその前提の特殊性によってそれ

ぞれ相互に排除しあう結果，その一般的な成立の必然、性はむしろ論証不可能

の袋小路に追いこまれ，しかもそれから脱出して，労働{函館説を労働力務品

の舗値どおりの交換という最後の一線で守ろうという意図をもって提起され
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た，ミ{ク乃至ドッブの方法も，批判の対象となった諸論証と開様，労働者

の生活資料の生産価格は価値と背離しないという非現実的な前提にたっ以上

これまた生産価格論における個億法則支記の論証としては不充分であるとい

わざるをえないであろう O

では第2の転化をとおして，価値法則の支配を論証することは遂に不可能

なのであろうか。われわれはここで，これら一連の表式をとおして第2の軽

化問題を扱ってきた論者の無条件の前提となっていた，再生産表式の生産価

格による蓄きなおしと L、う方法のもつ意味について考察することにしよう。

1) Ir理論JJ156亥

2) Ir理論JJ156~158頁，参照。

3)ボノレトキヴイツツ『マルクスiilli徳学説批判J邦訳123頁，参照

4) ミーク『労働価値論史』邦訳241頁

5) ミーグ，向上書， 248頁

3 

『資本論』第3巻，第2篇「利i関の平均利i関への転形」においては，まず

有機的構成の異る個別資本によって生産された「高品が，その価値どおりに

られるという前提」一一一第1巻，第2巻の全展開を与えたところの「商品

は，その価値どおりに売られるという総じてこれまで、われわれの展開の基礎

であったJ i前提J一一ーから亜接に「相異なる産業部門では，資本の有機的

構成の相違に照応して……不等な利潤率が支配的に行なわれるわ」という結

果をみちびきだし i相異なる部面における同等量の資本投下にとっては，

される価値および剰余価笹がし、かに棺違しようとも，費用儲格は同じで

あるj という「費用価格の同等性Jを「基礎」にもつ「諸投資の競争Jを媒

介として， rこの競争によって平均科潤が生みだされる 2)J過程を説明する O

したがって r利潤の平均科潤への転形jの過程は『資本論Jにおいては

次の三つの論理段階において顔次に展開されていることになる。

第 l段階一一有機的構成と回転期間の相違に応じて，各特殊的生産部面に

それぞれ「特殊的利潤本」が成立する O ここでは「相異なる生渡部面におけ
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るあらゆる商品がその現実的価値で販売されると痕定」されている。

第2段賠一一一諸投資の競争を基礎として，平均利潤がうみだされる。つま

り「相異なる生産部留の相異なる利潤率の平均をとり，この平均を相異なる

生産部面の費用価格につけ加えることによって成立する髄格一一一生産価格3)J

が価値を基礎として，しかし価値から一定の基準をもって背離して規定され

ること Vこなる。

第3段措一一「資本家的生産においては生産資本の諸要素は原則的に市場

で購買され，したがってそれらの価格はすでに実現された利潤をふくむので

あって，この見地からすれば，一産業部門の生産価格がそれにふくまれる利

潤もろともに一一つまりー産業部門の利棋が一一他の産業部門の費用価格に

入りこむめJのだから I商品の費用価格の規定にかんして一つの修正が生

ずる。最初には， 商品の費用価格はその商品の生産に消費された諸商品の

儲舘に等しいと仮定された。(第 1，第2段階における仮定・…・・引用者) し

かるにー蕗品の生産価格は，その商品の翼手にとっては費用{同格であり，し

たがって費用価格として他の商品の価格形成に入りこみうるO 商品の生産価

格は価鑑から背離しうるから，一商品の費用価格一ーそのうちには他の商品

のこうした生産錨格が含まれるーーも，その務品の総{随舘のうち，その潟品

にはいりこむ生産手段の価値によって形成される部分以上または以下で、あり

うるの」

以上のような段階をもっ転化過程の説明はJ商品はその価値どおりに売ら

れるというJ第1巻，第2巻の展開の「基礎Jを前提としたうえで，資本の

「現実的運動」乃至「生産上の事実的諸現後Jである「利潤は資本の大きさ

によと例し，従って向等な大きさの資本は同等な時間内には同等な大きさの利

i聞をうむという法則」をみちびきだすためには，必然、的に要請される手続き

であると考えられるO しかしマルクスはすでにみたように，この第2段階ま

では完全に遂行したが， (住)第3段階については「ある特殊的生産部面で

商品の費用価格がその生産に消費された生産手段の価値と等置される場合に

は，常に誤謬が生じうることを想起すること…一・が必要であるj と指摘して
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いるだけで，その具体的考察はうちきっている。

(注)総剰余価値を均等に各資本に配分するというかぎり，ここで総剰余価値=総利

潤または総館億三三総生産価格という関係が成立することは，前提自体のうちにふく

まれた自明の理である。

しかし，儲値から生産価格への転化の論証として，以上の三段階の説明の

手続きが必然的なものとされるかぎり，この第3段階の展開は，この一連の

論証の完結部分として，その完全な遂行を要請されることはむしろ自明であ

ろう O つまりマルグスの設定した「転化問題」の論証コ{スにしたがうかぎ

り，この第3段階の渓開にかんして「これ以上たちいる必要はなし、」どころ

か，その渓開を欠いては第1段階，第2段階の論証過程の成果さえも全く無

意味となると考えざるをえないのである。

したがって，ボルトキヴィッツを始めとする多くの「転化問題J論者が，

この第3段賠の問題，つまり第二の転化問題の解決へと指向したのは，マル

クスの提起し，しかも未解決のままのこした『資本論』体系の欠落した一環

をつなげるという意味で，かれらにマルクス髄髄論の正当な後継者の位震を

与えるのに充分な理由となろう。しかし，これはあくまで「価値の価格への

転化」問題を処理するにあたって，マルグスの想定した論証コ{スが正しい

という前提にたっての結論であるO それゆえ，このマルグスの設定した論証

コ{スにそったあらゆる展開の試みがすでにみてきたように，すべて論理の

袋小路に追いこまれ，相互に他を排除しつつ論誌の不毛性を暴露するかダ

り，われわれは一般的利潤率の形成乃室生産価格の規定におけるマルクスの

想定した前提乃至仮定にもとづく論証コ{スの設定そのものが，正しい論理

的関連から逸脱しているのではないかと推論せざるをえないであろう O

しかし性急な結論をさけ，ここでは一連の転化論者にとって無条件の前提

となっている生産価格による再生産表式の書きなおしの問題にたちかえるこ

とにしよう。

何故「転化問題J論者にとって，再生産表式が自明の前提として生産価格

形式の論証にもちこまれたのであろうか。さきの第2段措の規定(利i閣の
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均利潤への転形と，費用価格へのその追加)と異って，第3段措の規定にお

わいては，費用価格自体が他の商品の生産価格によって規制されることにな

る。したがってこの第3段階の規定においては，当然各部門の商品の価格を

.&1、然的に構成すべき他の荷品種類およびその量的比率が与えられなくてはな

らぬであろう O それが与えられなければ，各部門の商品の費用価格を算出す

ることができず，したがってそれに対応する平均利潤をプラスすることもで

きないわけであるO つまりマルクスの設定した論証コ{スに治う生産価格論

hの最終項は完結しえないことになるのであるO

だが，各部門の商品の費用価格を構成する他の商品種類とその量的関連を

…絞的に規定することは可能であろうか。 また別の面からいえば，飽の商品

緩類自体がさらに別の商品の生産錨格によって影響された生産師格をもち，

この過程が無限に連続するものと考えなければならないだろう O 価値から価

:格への転化と L、っても，このような意味において，費用価格が生産価格化ず

る過程をさかのぼり，費用価格が他の商品の生産価格に分解する過程を無設

寸こ追求して，遂に高品の価飽規定に到達するとL、う操作を遂行することは論

理的には不可能であるO だから，転化問題論者にあっては，まず費用価格の

一生産価格化の段階において，生産要素として算定される他の商品種類とその

量的比率を決定し，それによってあらゆる腐I官1種類が相互に他の商品の生産

としてはいりこむ総体としての社会的再生産の全関

;的に規定することが，論理的展開の必然的な前提として要請されることにな

るのであるO これは，たんなる個別資本の循環ではなく，個別資本のからみ

あいによって形成される，それらの総

て問題言をピ設定しなくてはならぬことを意味する。ということはw'…w'形式

;において資本の循環をとらえるということである o Iまさにw'…w'なる箔

環が，そのコースの内部で W(=A十Pm)なる形態での地の産業資本を前提

とするがゆえにこそ，この循環そのものは・・…・儲別的諸資本の総和・つまり

資本家賠級の総資本・の運動形態一一そこでは各個別的産業資本の運動が，

F飽の部分運動とからみあい他の部分運動によって制約される一部分運動とし
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てのみ現象するような運動ーーとして考察することを要求するのであめJ 1)' 

rw人..w'は，そこでは本源的投下資本価値が運動開始援の一部分をなすに

すぎず，また，運動が最初から産業資本の一一生産資本を填補する生産物部

分の，ならびに剰余生産物を形成して平均的には一部分が収入として支出さ

れ，一部分が蓄積の要素として役だつべき生産物部分の一一全体運動として

自らを告示する，喰ーの循環であるわ」からであるO マルクスは第2巻第3

篇で「社会的総資本の再生産と流通J~ど考察するさい，この点をさらに次の

ように定式化して説明しているO すなわち「社会的資本，つまり総資本一一

個別的諸資本は総資本の断片をなすにすぎず，これら断片の運動はその個別J

的運動であると問時に，総資本の運動の不可欠な環でもある一一の年々の機

能をその成果において考察するならば，すなわち，社会が一年間に提供する

部品生産物を考察するならば，如何にして社会的資本の再生産過程が行なわρ

れるか，部何なる性格がこの再生産過程を個別的資本の再生産過程からIR~せ

するか，また如何なる性格が両者に共通するかが明かとなるに違いないJの，

だから「われわれが分析せねばならぬのは，明らかに流通の型

(G-W...p…W' W'-i g-w であるめJというのである。

社会的総資本の再生産過程における資本と資本との「絡みあいJと相互砂

「制約」の関連をとらえようとすれば， W人一W'形式においてとらえること

が必然的に「要求Jされるということ一一このことを念頭におくことは，こ

こではきわめて重要で、ある。というのは「全体として考察された資本の運動、

過程から生ずる具体的諸形態的Jを展開する，この第3巻の最初の篇におい

ては，資本は「社会の表面で種々の資本の松互的行動たる競争」過複をとお

して，その「現実的運動Jを開始するのであるが，それはまず「商品生産そ

のものに要設するものjが，その本質から分離されて「資本家が商品に要費マ

するもの 10)Jつまり「費用i価格Jとしてあらわれ， r費用価格をこえる超過j

分I1)Jとの間にあらたな形態規定性を設定することを意味し，これはまた同

時に，第3巻における偲別資本の規定性が，まず「資本の一般的範式J rG 



一般的利i関率形成の論理降旗 65 

-W-G!I2)Jにおいて与えられざる会えないことを意味するからである。

G-W...p…W'-G'および p...W'-G'-W…P というこつの循環で、
は，その生産物たる商品の「販売が行なわれたと前提すれば，その後この高

品がとうなるかは，個別資本の運動にとってはどうでもよLづのだから，こ

の形式において「社会的再生産の諸条件を認識13)Jすることは不可‘能である

ことは，マルクスが「社会的総資本の再生産と流通」を考察するにあたって

とくに注意を喚起した点であった。したがって，ここで確認しておかなくて

はならないのは，r利潤の平均利潤への転形Jの第2段階をとこうとすると，

必然的に資本と資本との「絡みあい」と相互の「制約」とを一般的に規定せ

ざるをえず， しかもこの一般的関連の規定は W人..W'形式による社会的総

資本の運動の把握による以外にないのであるが，しかしこの「利潤の平均利

潤への転形Jを開始する「資本の具体的諸形慈」は，まず G...G形式にお

いて規定されるのであって，この資本形式にかんするかぎり，このこつの把

握は相互に相容れない異種の形態規定をなすということ，これであるO

「利潤の平均利潤への鮭形Jをマルクスの設定したコースにしたがってと

こうとすると，前記の第2段階にとどまりえず，第3段暗まで展開すること

によって，はじめてその論証が完結することになるのであって，第3設階に

ついて「われわれの現在の研究にとっては，この点にこれ以上たちいる必要

はない」とするのは，自ら設定した論証コースを中途で放棄するものとみな

さざるをえないであろうが，といって，この第3段階の展開を，これまでの

「転化問題J論者のように，社会的総資本の再生産さと把握する形式たる Wr

…W' とL、う資本流通の型を無批判的に採用することによって遂行しようと
いうのは，本来この転化問題の発生自体が，個別資本の G…G 形式をとり

つつ相互に競争しあうことによってひきおこす，資本と剰余悩舘の形態規定

の変化にもとづくものであることを，忘却した視点と判断せざるをえない。

このような一連の「転化問題J論者による第3段階の問題処理が，必ず一

定の段階で睦鉄ぜざるをえなかったのは，この二つの資本の流通形態の社会

的再生産過程に対してもつ論理的次元の差異が見逃されたことによるO した
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がって「転化問題J論者の誤りというの拭，実はマルクスが設定した「利潤

の平均利潤への転化」の論証コ{スと，その前提をなす「商品はその価値ど

おりにうられるというJ 1"仮定Jとを，そのまま自己の理論的展開の前提と

して無条件にうけとめ，この前提による論証コ{スを，マルグスのように，

「これ以上たちいる必要はない」として中途でうちきることなく最後までた

どろうと努力した点にある。つまりそうすることによって，マルクスの前提

と論証コ{スの内部に潜在している論理構造のジレン?を顕在化したことに

あるO

「転化問題」論者が無条件に採用したように，資本と資本との必然的な「

絡みあい」の一般的関連を設定することなしには，マルクスの「利潤の平均

刺潤への転化」の論証は完結しえないが， この一般的関連は W人..w'形式

による「社会的総資本の再生産jによってしか与えられないという事実によ

って，資本論第1巻，第2巻に対する第3巻の特殊な意義がはじめて明確化

するのであり，この問題を媒介として「資本の相互的行動たる競争Jにおけ

る「資本の具体的諸形態jが「資本家階級と労働者階級との再生産Jに対し

でもつ特殊な関連の仕方が切らかになるのであり，それゆえこの問題の解明

をとおして，マルクスが「利潤の平均利潤への転形」をとくために設定した

前提と論証コースとに含まれていた論理的錯誤が明確化することになるので

ある O

1) u'資JI(9)234頁

2) (9)235頁

3) u'資JI(9)240頁

4) u'資JI(9)243頁

ぢ) u'資JI(9)250頁

，6) (5) 128頁

7) u'資JI(5) 129頁

8) W資JI(7) 512 JJ: 

9) W資J118173頁

10) W資JI18) 74 JJ: 

11) W資J118)82頁
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12) W資Jl18191支

13) W資Jl(7) 513頁

4 

f資本論J第1巻，第2巻をつうじて I高品はその髄{直どおりで売られ

るという前提のもとでわJすべての理論がくみたてられているのは周知のと

おりである。これは勿論，第1巻，第2巻が基本的にはブルジョア的生産様

式の「全性格を規定するJ I資本と賃労働との関需2)Jをとりあっかい，こ

の「関係」においては「価値の法則は，内的法則としてのみ，個々の当事者

に対しては盲呂的自然、法則としてのみ作用し，生産の偶然的な諸動揺のただ

中で生産の社会的均衡を成就するわ」からである。この「資本と賃労働との

関係」というのは~綱要J において「資本と労働との間の関係一般J ， r本
質的な関係J，i資本と労働との間の内的関係。Jとされているものであって，

資本家と資本家との関係は勿論のこと「ある資本家の他の資本家の労働者に

ずこいする関係は，ここではまったくわれわれにとって問題にならない5)Jの

である。

したがって「価値規定において問題となるのは，社会的労働時間一般であ

り，社会一般が自由に処分しうる労働分量であって，種々の生産物によるこ

の労働分量の相対的吸収が，いわばそれらの生産物のそれぞれの社会的重量

を規定するわJというのは，あくまで「資本と労働との関の内的関係jを軸

として展開する価値と労勘との関連のしかたで、あって，この「資本と労働と

の聞の内的関係jが「競争Jにおける「全体として考察された諸資本の運動

過程から生ずる具体的諸形態Jを展開する「諾資本」の「現実的運動Jにお

いては，この「価値規定」はまったく「逆転7)Jした様相をもってあらわれ

るのである。

『綱要Jにおいては，この「価値法期」が「資本と労働との開の内的関係

」を規定しつつ I価債と剰余錨値にかんしてたてられた基本法則Jとして

作用する領域と，さらにそれが展開され，個別資本の「競争Jの過程をとお

して「総体としての資本の条件Jの中に「競争の基本法員U8)Jとして具体的
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に実現してゆく領域とは， r資本」の内部におけるこっ笑った対象領域とし
て明確に区分されていた。すなわち『綱要Jのプランでは「資本Jはまず(。

一般性， (2)特殊性， (3)個別性の三つの領域に[R分されているが，この一般性

における資本は，いわゆる「資本一般 (dasKapital im allgemeinen9))J rそ

のものとしての資本， すなわち全社会の資本 (thecapital of the whole so-

ciety10)りであって r相対して交換の相手となるべき他の資本をもたない普

選資本 (Uni versalkapi tal:一一そして当部の立場からいえば対立するものとし

ては震労働あるいは資本自身以外なにものもなし、11)J資本なのである O これ

は具体的には， rひとつの資本」としてあらわれ，複数の資本によって構成
される特殊性，個別性における資本とは，理論的に全く異った対象領域を形

成するO つまり「資本一般」においては， r資本の特殊の形態をも，また他
の縮別的諸資本などから毘別されたものとしての個別的諸資本をも取扱12)J 

うことはできない。この「資本一般」において，資本は自己に対する唯一の

対立物「賃労働Jとの関係において， r資本の内的諸法即日)Jを展開し，こ

の「資本の内的諸法則Jが， r個別資本Jr多数資本Jの「競争」をとおして

「相互に強制しあい，また自分自身に強制UJされることによって r資本の

現実的過程Jとして「はじめて現実化13りされるのである。

このような「資本一般J領域において規定されていた「価鑑と剰余価値と

にかんする基本法則」が， r諸資本Jの「競争J領域において「競争の基本

法尉J，つまり「実在的」な「市場」における「一般的法則Jとして具体化

する過程は‘マルクスによって次のように把握されていた。

「資本の本性のうちによこたわっているものが，外的必然、性として実在的

に措定されるのは，競争をつうじてのみであるが，この競争とは，多数の諸

資本が資本の内的諸規定を相互に強制しあい安また自分自身に強制するとい

うこと以外のなにものでもなし、。だからブルジョア経済のどんな範轄で、も，

たとえば飽錨規定のような最初の範鴎でも，自由競争によって，すなわち諸

資本相互関の交互作用として，つまり資本によって規定された他のあらゆる

，交易関係としてあらわれる資本の現実的過程によって，はじめて現実
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化するのである13)J 

行部{霞と剰余価値にかんしてうちたてられた基本法尉とは区別された基本

法部が，競争のうちにあるO つまり，価値はそれにふくまれている労働時間

あるいはそれを生産するのに要した労働時間によってでなく，それが生産さ

れうる，あるいは再生産するのに必要な労働時間によって規定されるという

ことであるO たとえ，はじめの法則がひっくりかえされたかのようにみえる

としても，個別資本は，競争をとおしてはじめて，現実に資本一般の条件の

中におかれるのである。しかし資本自身の運動によって規定されるものとし

ての必要労働時間は，このようにしてはじめて措定されるO これが競争の基

本法剤であるO 需要，供給，価格(生産費)は，より展開された形態規定で

あるO つまり市場価格としての価格，あるいは一般的価格。ついで一般的利

潤率の措定。次に市場錨格によって，諸資本は呉った諸部門へ配分される。

生産費の低下等。要するにここでは，すべての諸規定は，一般性における資

本のばあいとは，逆転してあらわれるO さき〔一般性における資本〕のばあ

いは， f直格は労働によって規定され，ここ〔競争における資本〕では，労働

が価格によって規定される，等々 O 個別諸資本相互の作用は，まさにそれら

が資本としてふるまわねばならぬようにはたらく O 個別資本の自立的にみえ

る作用と，それらの不規期な衝突とは，まさにそれらの一般的法尉の措定で

ある。市場はこの競争においてはなお別の意味をもっ。だから鈎翌日資本とし

ての諸資本相互の作用は，まさにー絞的資本としてのそれらの措定であり，

また諸飽翌日資本の外見上の独立性と，自立的存在との止揚である。信用にお

いては，この止揚がさらにすすんでおこるO そして11:携の達する最も外面的

形態ラしかし資本に適合的な形態での資本の窮極的な措定は株式資本であ

る14)J 

以上のプランで示されている， ['資本一般」において把握された儲健法則

が， ['外的必然性Jとして「諸資本の競争Jをとおして， ['実夜的に措定J

されるとし、う構成は，まさに『資本論』第 l巻，第2巻という「それ自体と

してとりあげられた資本家的生産過程15りで把揮された「価値法則jが，第
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3巻で展開される「社会の表面での種々の資本の相互的行動たる競争J'-a:"と

おして， I諸資本Jの「現実的運動Jを規錯する法剤として自己を措定し，

「全体として考察された資本の運動過程から生ずる具体的諸形態Jにおいて

あらたに「生産価格を調整するj法則としてあらわれ，さらに「信用JI株式

資本Jというこの資本の「具体的諸形態」の展開にともなって，それらの過

程を根本的に規制する法問として利子率と利潤率との関連をとおして自己を

具体化しつつ，資本の「終局的措定jを達成せしめることになるとL、う構造

と?基本的に一致していることはあらためて指摘するまでもないであろう O

つまり『綱要』の「一般性における資本jは『資本論J第1巻および第2巻

へ r個別性における資本」は第3巻へと具体的に実現されていったのであ

る。そして『綱要』の rl持殊性における資本jは，両極分解をとげて r諸

資本の蓄積」および「諸資本の集積」は第1巻，第2巻へ， r諸資本の競争J
は第3巻へと吸収されていった。

また『綱要』において「ー絞性における資本jの終章をなす「資本の個別

性，すなわち資本と利潤。資本と利子。利子と科潤としてそれ自身からは区

別された価舘としての資本」はまったくその体系における意義'-a:"，したがっ

てその位置を変化せしめられて， r諸資本の競争jすなわち第3巻の領域内

へと大きく編成がえされるにいたった。

すなわち p この点なたちいってのべると次のようになろう o W綱要Jlにお

いては「生産と流通との統ーとして措定され15)Jることによって，問時に「

資本は利j関を生むものとして措定され16)Jることになるが，この利潤は「資

本の利潤としての利i関，他の資本を犠牲とした個別資本のそれではなく，具

体的にいえば，資本家階級の利潤としての利鞘17)Jであった。そして「資本

がその価値に対応して(生産力の一定の段階を前提として)利潤をもたらす

ものとして措定されることによって，街品は，すなわちその貨幣としての形

態、(その商品にふさわしい形態，自立した髄値としての，あるいはいまやわ

れわれが言いうるように，実現された資本としての形態)で措定された商品

は，資本として流通にはいることができる。それは資本として商品になるこ
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とができる O このばあいにはそれは利子をとって貸出される資本である18)J 

ということになっていた。つまり『綱要』においては r生産と流通との統
一Jとしての資本が措定されることによって， r資本と利鞘jの範購が確定

され，これはまた「利子をもたらす資本」を分離せしめることによって r
開時に資本から特殊な諸資本，現実的な諸資本への過渡Jの資本形態をあた

えることになっている。 rなぜなら，いまやこの最後の形態では，資本はそ

の概念上すでに自立的存在をもっこつの資本にわかれているからである。二

者があたえられれば，次には一般に多者があたえられる。それがこの問題のi

展開行進曲である19)Jというのである。ところがこのような「生産と流通j

とを「統一Jすることによって r資本一般」から「諸資本への移行Jを媒
介する「資本一般Jの総括規定は， Ii資本論』においては，第2巻第3篇「

社会的総資本の再生産と流通jいわゆる「再生産表式論jによってあたえら

れることになった。すなわち『資本論J第3巻の智頭では，このような「再

生産表式論jの全体系においてしめる能置と，それと対応した第3巻の意義

とが次のように要約してしめされている。 r第2巻では，殊に第3篇で，流
通過程を社会的再生産過程の媒介として考察することにより，資本家的生産

過程は全体として考察すれば生産過程と流通過程との統ーであることが明か

にされた。この第3巻で問題とするのは，この統ーについて一般的反省を試

みることではありえない。問題はむしろ，全体として考察された資本の運動d

過程から生ずる具体的諸形態を発見して叙述することである。諸資本はそのJ

現実的運動では，具体的諸形態一一それらにとっては直接的生産過程におけ

る資本の姿態ならびに流通過程におけるその姿態が特殊的契機としてのみ現

象するような，具体的諸形態で対応しあう O だから資本の諸姿容は，われわ

れがこの第3巻で展開するように，社会の表面で種々の資本の相互的行動た

る競争中および生産当事者たち自身の普通の意識中に現われる形態に，一歩

一歩と近づくIi締要』から『資本論Jへという発展過程において， r生

産と流通との統一Jの規定が「資本と利潤，利子」ではなく， r社会的総資

本の再生産と流通」をもってあたえられることになったという変化を媒介と
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して I資本」の内部の編iJlJ構成はまったく根本的にくみかえられることに

なったので、ある。

かくて，当初の資本一絞タ特殊，鏑別のトリアーデが，本来資本一般の内

部区分として考えられていた「第1篇，資本の生産過程，第2篇，資本の流

通過程，第3篇，果実をもたらすものとしての資本，剰余価値の利潤への転

化jによってかえられることになり I資本と賃労働との基本的関係jを考

察する「資本一般」の領域は， w資本論』第1巻，第2巻として，それぞれ

「資本一般j の第1篇，第2篇の発展した構成部分のうちに定佼せしめら

れ， I資本の個別性J(および， I特殊性」の一部)はこれから分離されて，

f競争Jにおける「諸資本の具体的姿態」を考察する第3巻へと，明確に

定蒼されることになったのである。したがって第l巻，第2巻の「展開の基

礎jをなした「価値としては，すべての商品は一定分量の凝画した労働時間

にほかならなし、21)Jという規定は，あくまで社会的資本を「ひとつの資本j

として総体的にとらえたばあいの法問として作用するのであって， {箇別資本

の「競争Jにおける「全体として考察された資本の運動過程から生ずる具体

的諸形態jをとおして，この「資本の内在的規定を，多数の諸資本が相互に

強制しあい，まずこ自己自身に強制するJ I現実的」運動形態は，この第3巻

においてまさに「資本一般のばあいとは反対のかたちで」とらえられねばな

らないのである。

たしかに第2巻，第3 おいては， I諸{隠別資本の諸循環が p 絡みあい

前提しあい，条件づけあい，まさにこの絡みあいにおいて社会的総資本の運

動を形成する21)J態様が考察されるのであるが，このばあいの「諸飽別資本

jはあくまで「総資本の断片」をなすにすぎず i社会が年間に提供する商

品生産物J，つまり w'の形態において総括された社会的資本の可除部分を
なすにすぎなL、。この IW人..W'なる運動jの形態でとらえられたかぎりで

の総資本の分肢としての「偲別資本Jにおいては， r諸生産物が価値どおり

に交換されるということばかりでなく，生産資本の諸成分には何らの価値革

命も生じないということも想定されて」おり， I錨格が価値から背離すると
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しても，この事情は社会的資本の運動には影響を及ぼしえない23)Jものとさ

れるのである。

つまりこの第2巻，第3 おける「個別資本の絡みあしづは「商品生産

d物」の形態をとおして，商品資本の絡みあいとして表現されることによって

h資本家と資本家との個別的な関係は全く脱落した「資本家階級と労働者階級

」の階級関係としての一般的関係によって枠づけられた「社会的再生産の諸

条件を悶式的にしめすことになるのであって， I鏑々の資本家たちがそ

のさいわけあう価値比率は，めいめいの投資額や各自が{国々に生産した剰余

髄値の分量にはもはや比例しな¥，，25りということ，すなわち資本家同志の個

別的関係において平均利潤乃奈生産錨格関係が成立することになっても， I 

全体としてみれば同一分量の諸生産物が交換される」ことによって，この「

社会的再生産の諸条件」が保証されるという資本家的生産の基本的関係は，

j何ら変化はうけないのである。

要するにここであたえられている「偲JjJ]資本jの「絡みあいjは，この「

資本」が「商品生産物JrWりにおいて総体的に把握されるということに媒

介さわして，社会的再生産過程の全体的関連の中に溶解し，あらゆる社会的生

産に共通な経済原即が，商品流通の外被のもとに実現され，資本家的生産も

歴史的に一つの完結した社会形態を形成しうることの根拠が， I表式jの形

式において証明されることになるわけであるO

いわゆる「再生産表式論jの意義も，そしてその理論的限界もここに求め

られるとすれば，個別資本を「種々の資本の紹五的競争」たる「現実的運

ふ動」において，すなわち W'...W'ではなく， G...Gにおいて把謹しつつ，

その級車目的関連における「具体的諸形態jを明らかにしようとする，この第

3巻，第1篇，第2篇においては，資本形態と社会的再生産における実体規

“定との関連は，このような第1巻，第z巻のばあいとは，まさに「逆転して
そあらわれ」ざるをえないことはもはや明白であろう O

第 1巻，第2巻をとおして「価値法則」を基軸として展開された「資本と

〆賃労働との基本的関係」が，その最終篇において「生産過程と流通過程の統
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-Jとして「全体としてJ総括されたからには，いまや個別資本がこの「統

一Jされた「全体」によっていかに内的規制をうけつつ， r競争」過程をと
おして， r具体的諸形態で対J0しあう」か，を問題とする以外には， r資本」

の体系的展開はありえないのであるO すなわち個別資本は G…G 形式をと

おして，自己をまず「費用価格」と「利潤Jとして措定することによって，

資本関係の「内部的組織」の「外面化26)Jを遂行せしめつつ， r剰余価値。

利潤への転形と剰余価鑑率の利潤本への転形」を実現していくのであるO し

かしこのばあい，マルクスはこのような G…G 形式での個別資本の競争に

よる「費用価格なる範鴎Jにおける資本「価値部分の自立化27)Jというあら

たな資本の形態規定の展開とともに，同時にこの形態規定に商品はその rj臨

値どおりに売られるという前提」を直接適用して，相異なる生産部面の資本

をとり「総資本にもとづいて剰余価鑑を百分比的に計算したものにほかなら

ぬ利潤率は，これらの資本では栢違する28)JとL、う結果をみちびきだす。そ

して，費用鏑価格範轄の成立と， r関等な大いさの資本部分を投下して

される相異なる生産部面の諸生産物にとっては，これらの資本の有機的構成

がいかに相違しようとも費用価格は同じである」という 「費用価格の向等

性Jが r諸投資の競争の基礎をなし，この競争によって平均利潤がうみだ
される29)Jというコースにおいて「一般的利潤率の形成と商品価格の生産拠

格への転形jの課題を処理するのであるO

つまりマルクスの設定した資本関係の「外国化」の論証コースにおいては、

費用価格範轄の成立と，生産価格範嬬の成立とが，二つの呉った論理的発展

段階として規定されており，個別資本の競争の作用は生産価格の成立の論誌

の過程においてはじめてとりあげられるという点が特徴的であるO

しかし「資本家が蕗品に要費するものJが「商品生産そのものに要費ずる

もの」と「全く呉る大いさ」としてあらわれ，資本家にとって「商品の費用j

拙格が，必然的に商品そのものの現実的費用として現象する30つというのは

個別資本の「競争」の過程と無関係に実現するのであろうか。

マルクスは費用価格範轄の資本家社会における現実的性格を強調して
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品の費用価格は，資本家の簿記中にのみ実存する一項ではけっしてない。こ

の価値部分の自立イヒは，商品の現実的生産においてたえず実際的に自らを主

張する。けだし，この価値部分は，流通過程をへて商品形態からたえず生産

資本の形態に再転形されねばならず，したがって言語品の費用錨格は，その商

品の生産に消費された生産諸要素をたえず質畏さねばならぬからである31)J 

とL、う。つまり費用価格範購は， 1国別資本がその再生産過程においてかなら

ず他の個別資本の再生産過程を前提とし，しかもその具体的関連は「流通過

程をへて務品形態からたえず生産資本の形態に再転形されるJという形式を

とおしておこなわれざるをえないということから，すなわち偲別資本がその

循環において必然的に G…G 形式をとおして互いに関連しあわざるをえな

いということからもたらされる，個別資本の「現実的運動」における「具体

的形態Jでの「対忠」関係のもっとも基礎的な範鴎をなすのである。それゆ

えこのような売買過程をとおして関係しあう個別資本の循環のもたらす形態

規定の基礎範鴎としての「費用錨格Jと「科i関jの概念を，資本の「競争j

過程からきりはなしてとりあっかうことは不可能であろう。というよりもむ

しろ，個別資本が「流通過額をとおして」関連しあう形式のもたらすもっと

も基礎的な範轄として r費用価格Jと「利潤」の概念は，まさに個別資本
の「競争j領域におけるもっとも単純な，端緒の規定として理論的に定着さ

れねばならないであろう O

第1巻，第2巻をとおして「生産過程と流通過程の統一」として措定され

た「全体としてJの「資本家的生産過程」は，この第3巻の端緒において偲

別資本が G…G 形式を媒介として相互に対応しあうことによって，その

「現実的運動」における「具体的諸形態」展開の歩みをまず「費用価格Jと

「利j関Jというかたちで開始するのであるO したがってこの第3巻において

は，第1篇からすでに個別資本の「競争Jにおける資本の「具体的諸形態」

の考察が開始されているとみなくてはならないのであり，その点からすれば

資本家的生産過程全体の内的法則としての価値の実体的関係を，そのままた

だちに費用価格の実体において想定することはできないとしなくてはならな
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いであろう O つまり，形態規定においては資本師億の一部が「費用価格J， 

剰余価値が「利潤Jという転化形態をうけとりながら，しかも実体的関連に

おいては，総体としての資本の内的関係を規制した儲値法則を個別資本にも

そのまま適用する，という分裂した方法は採用しえないのであるO 形態規定

の変化は当然ただちに， r資本一般」の内的関連を伺:3IJ資本へも底接そのま
ま想定するという r資本一般」では妥当した実体的関連をたちきることに

なるO したがって一方で「費用価格」と「科潤」という，個別資本の「競争

」範鴎を展開しながら，他方で「ここでとりあげられる利潤は，剰余価値と

筒じものであって，ただこれが，神秘化されたーーといっても資本家的生産

様式から必然的に発生する一一形態をもっているだけであるとするマル

クスの規定は，まさに一方で「競争J領域の形態規定を展開しながら，他方

で「資本一般」領域の実体的関連を採用するという方法上の錯乱を内匂する

ものと結論づけざるをえなL、。

第2篇，第8章「利潤率の柏違jであたえられている「非木賞的で偶然的

な諸差別を度外視すれば，相異なる産業部門にとっての平均利潤ネの相違は

資本家的生産の全体舗を止揚することなしには実存せず，また実存しえない

であろうということは何らの設いもなL、。だから価値論はここでは現実的運

動と一致しえず，生産上の事実的諸現象と一致しえなL、かに見え，したがっ

てこれらの現象を把揺することは総じて断念されねばならぬかにみえる紛j

という， r価値論」と資本の「現実的運動Jとの「不一致jは[f資本論J

においては，次の第9章における「一般的利潤本の形成と高品価値の生産師

格への転形」を成立ぜしめる根本的前提となっているO しかしこのような「

価値論Jと資本の「現実的運動Jの「不一致jは，マルクスの理論的想定乃

至仮定から結果する「不一致Jであって，けっして資本家的生産様式におけ

る，資本の「現実的運動」によってもたらされる r実在的」な資本の「矛
盾」を意味するものではない。

われわれはさきに，いわゆる「転化問題Jにおけるマルクスの論説コ{ス

と，そのもたらした結果について検討をくわえ，それらの問題をめぐる難点
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は，結潟マルクスの設定した論証コースの前提そのものに由来するという結

論に達したが，いまや，この前提における難点の露間は，この「競争j領域~

における個別資本の「現実的運動jにたいする I資本一般J領域の内的法

則の無媒介的適用という，マルクスの「想定」乃至「仮定jのうちに求めら

れると判断してよいであろう。

ではこの第2篇，第8章，第9章，第10撃の理論的展開の基礎をなす非、

現実的な「想定J乃玉三「仮定Jを，マルクスにあえてとらしめた原悶はなん

であったか，そしてこのような「想定」乃主「仮定Jでなく，資本の「現実

的運動」を正しく反映した「転化問題」の論証コースはいかに設定されるべ

きか，いまやわれわれはこの二つの設問一一これは結局一つの問題に還元さ

れるのであるが一ーを考察すべき最後の段措に到達した。

1) [j"資.](9) 230頁

2) [j"資』回;)1238頁

3) [j"資.]03) 1239 J'{ 

4) [j"縞要.]323]王

5) [j"綱要.]322 Jミ

6) [j"資.]03) 1241 J'{ 

7) [j"義理要.]647頁

8) [j"繍要.]550頁

9) [j"綱要.]217頁

10) [j"綱要.]252J'{ 

11) [j"綱要.]324 sl: 

12) [j"綱要.]217 sl: 

13) [j"綱要.]545頁

14) [j"綱要.]549 ~ 550J'{ 

15) J綱要.]631頁

16) rr綱要.]645頁
17) [j"綱要.]653J'{ 

18) [j"綱要.]761]ま

19) rr綱要.]353J'{ 
20) [j"資.]18)73~74 頁

21) [j"資.](1) 121頁

22) rr資.](7)460頁
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23) Ir資』げ)514].'i( 

24) Ir資』げ)513亥

25) Ir資』げ)514頁

26) Ir資J1181100頁

27) Ir資J118)75頁

28) Ir資JI(8)229頁

29) Ir資JI(9)235頁

30) Ir資JI(8)74頁

31) Ir資J118175頁

32) Ir資J118185].'i(

33) Ir資JI(9}234].'i( 

5 

資本家的生産を，まず「資本と賃労働との基本的な関係j として「資本一

般」の領域において解明し，ここで、把握された資本家的生産の「内的法問j

としての「価値法則Jが r諸資本の競争」の領域において「多くの諸資本

相互作用jのうちに， r個別資本」にたいする「外的必然性」として「現実

的」に展開される過程を， rj個別資本の外観上の独立と自立的存在の止場j

の過程，つまり「資本関部の神秘イね乃至「外商化1)Jの過程として追求し

終局的に「止場のゆきつく，もっとも外部的な，だが資本にふさわしい形態

での資本の窮極的措定，株式資本Jを規定することによって r資本」の体
系的嬬成を理論的に完成するという， w鱗要』でしめされたマルクスのプラ

ンは，基本的には「資本の生産過程Jr資本の流通過程Jr資本家的生産の
総過程Jという『資本論』の三巻寵成において具体的に達成されたといって

よいであろう O そしてこのような商品流通の形態規定の展開を前提として，

産業資本の生産過程と流通過程の一般的解明をおこない，ついでその具体的

な諸姿態による物神化過程の進行を「株式資本Jという最高の段階まで追求

するという『資本論』の構成，いし、かえると資本家的生産の形態競定の展開

をとおして，一般的実体によるその社会的生産としての成立の根拠をあきら

かにし，さらに個別資本の形惑的発展を媒介としてこの実体関係が現実的に

包摂されつつ単純な形態的関連のうちに溶解されてゆく資本の有機的な編成
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の解明は，当然「価値法則」の理解とその解明の仕方において特殊な方法を

とることを必然、的にする。

本来「価値法則」つまり「社会的に必要な労働時間による価値の規定は，

:商品の低廉化と，同じ有利な諸関係のもとで商品を生産すべき強制とにおい

てみずからを措定するわJとされていることからもあきらかなように，機械

剥大工業と，それによってもたらされた労働力の単純な労働力化とを基礎と

する「諸資本の競争Jの完全な遂行によってはじめて確立されるのである。

『摘要Jにおいて「競争のうちにこそ，……舗値は，それが生産されうるの

寸こかかる労働時間または再生産のために必要な労働時間によって規定される

という基本法則が存在Jし r資本それ自体の運動によって規定されたもの

としての必要労働時間はこのようにしてはじめて措定されたのであるり，こ

dれが競争の基本法則であるのj として r資本一級」において把撰された「

資本と賃労働との関係J， r資本関係そのものJを規制する「内的法期jも

「諸資本の競争」をとおして「伺別資本jにおいてはじめて「現実jに措定

されるとしているのは，まさにこのような「資本Jの内的区分との必然、的な

繍連において規定された「儲値法則jの特殊な解明の仕方を定式化したもの

であったO

しかし，このような完全な自由「競争Jをとおして確立される価値法則も

その基本的構造においては，資本と資本との「競争jを抽象した「資本と賃

ぉ労働との関係」を規制する「内的法則Jとしてしか把握できず，資本と資本

との「競争j領域においては r競争の基本法則」一一『綱要』によれば「

，供給， j価格，生産費用，利潤と利子の対立，交換価値と使用舘値との

さまざまな関係，消費と ，等」を規制する法則一ーとして， r当初の法
'JWの逆転Jとしてあらわれざるをえないという儲値法則の特殊な存在様式は

この法刻の理論的解明に非常に閤難な問題を課すことになった。

このような「僻値法問Jの「法則Jとしての確立の根拠と，それが具体的

:展開において「逆転Jして「競争の基本法則Jとしてあらわれる関係との理

論的処理に内在する閤難は，もちろんマルクスにおいてはじめて問題となっ
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たので、はなし、。この問題は，周知のように， A・スミスにおいては，価値法

即の妥当領域を「資本の主蓄積と土地の私有に先だっ初期未聞の社会わ」に烏

援させることになり， D. 1)カードにおいては，資本家的生産にも妥当はす

るものの「機械その他の屈定かっ耐久的な資本の使用のためによほど修正を

うける心」として，ともにその資本家的生産における基本法則としての確認

なさまたげることになり，その結果古典派の解体の根本的原因をつくりだし

ていったのであるO

したがって『資本論』体系の学説史上における意義は，まさにこのような

資本家的生産の基本法則を，その根拠において完全に論証し，その具体的展

開の過程を「資本」の内的編成のうちに定位せしめつつ，資本家的生産をこ

の価値法財によって貫かれる首尾一貫した体系として理論的に構成すること

によって，古典派が未解決のままのこした，根本的問題を解決しつつ，それ

までの資本家的生産解明の全学説の流れを自己の体系の内に完全に吸収しつ叫

くしたという点にもとめられよう。つまり『資本論J体系は r価値法則J

を基軸とする資本家的生産様式の全関連を正しく設定して，その「資本」のゐ

内的編成区分のうちに全面的にこれを解明する基本的方法を確立したのであ

った。

しかし地酷において，このような首建一貫した体系的編成が，たえず古典

派的な価値法則の理解によって混濁ぜしめれ，とくに流通形態と実体規定と

の関連の理論的処理が問題となる部分において，それが体系的方法に著しい

論理的不整合性をもたらすことになっているのもまた事実であるO 価値法則

のいわゆる「蒸溜法」による論誌にしろ，価値の生産価格への「転化問題」

にしろ，ヴェーム・パヴエルクを鼻祖とする「マルグス批判家Jの批判が集

中したのは，ほとんどすべてこのような部分にたいしてであった。

たとえば当面の問題に関連しては，次のようなマルクスの指摘を，かかる

不整合，不統一の実例jとしてあげることができょう O

「価値法則による価格および価格運動の支記は別として，商品の価値を理

論的にのみならず歴史的にも生産価格の先行者と着なすことは，まったく
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態適応的であるO このことは，生産手段が労働者に蟻ずるような状態に妥当

するのであって，こうした状態は，古代世界でも近代世界でも，みずから労

働する土地所有農民の場合，および手工業者の場合に見られるo 3) J 

「競争が一ーさしあたり一部頭一一ーでなしとげるのは，諸商品の相異なる個

別的諸価値から一つの同等な市場価値および市場価格を成立させることであ

るO しかるに相異なる諸部商における諸資本の競争は，はじめて，相異なる諸

部面開の諸利潤率を関等にする生産儲格を生ぜ、しめる。後者のためには，前

者のためによりも，資本鋭的生産様式のーそう高度な発展が必要である 04)J 

ここでは価飽規定から生産価格規定への理論的展開を，単純荷品生産から

資本家的生産への歴史的発展に照応させ，さらに一部門内における市場価値

の成立から全部門をとおしての生産価格の成立という理論的展開を，資本家

的生産内の生産力の発展度と照応させてとらえている。つまりそのような意

味において理論的展開と歴史的発展とは一致するというのである。しかし価

値規定が機械館大工業による労働力の単純化を基底とした「資本と労働との

基本的関係」としてはじめてその根拠においてとらえられねばならず，ますこ

資本と資本との儲別的関係はつねに流通関係をとおして一定の市場価格関保

として結ばれる以外になく，したがって部門内と部門間とで時間的ずれをも

った競争が実存するわけではないのだから，このような論理と歴史との照応

乃至一致と L、う規定は誤りとされるべきであろう O

価{値規定の「価値法則」としての確立と， I競争の基本法則」としてのその

現実的展開とは，同ーの資本家的生産様式における「資本と労働との関係J

と，それを基礎とした資本と資本との個別的関係，という二つの呉った側首

にあらわれる同じ社会的再生産の原則の貫徹されてゆく特殊な様棺にほかな

らなし、。資本家的生産の考察を，三つの領域に分割した「資本」の内的編成

のうちに遂行するという w資本論』の構造は，まさにこのような{函館規定

の把握の仕方を具体的に実現したものであるO ところがこの資本の「内的法

則Jと「競争の基本法則」との現実的な存在を，歴史的発展の具体的な段階

としてとらえると，剰余価値の利鞘への転化，価値の生産儒格への転化は，
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たんに形態規定の変化としてのみではななく，同時に実体的関連の変化とし

ても認識されざるをえなくなる。いわゆる「転化問題」にともなう一連の

理論的難点は，じつはこのような問題設定によってもたらされたものであっ

て 11資本論』の特殊な内的編成区分にもとづく形態規定と実体規定との特

有な関連の住方が， 1資本一般jから「競争jへとL、う対象領域の変化に応じ

て正しく設定されなかったことにもとずくといってよL、。では「資本一般J

から「競争」への領域変化に対応した資本の形態規定の変化と価値規定の具

体的展開との正しい関連はし、かに設定されるべきか。

本来「価値と剰余価値についてのJ r基本法則jは，資本家的生産様式の

「本震的関係j としての「資本と労勘との聞の関係一般J， 1資本と労働と

の開の内的関係jを規定する法則であって，資本家的生産が資本家的生産に

とどままるかぎり， 1修正」されたり， r変容Jされたりするものではない。

したがってまた，この「基本法期Jを「同等な有機的構成をもっ資本にとっ

てのみ，同等な回転時間を前提と 5)Jして成立し，資本家的生産の一部分を

支配するにすぎない特殊な法剰として把握し，この「価値法則j と一般的利

潤率の支配という 「資本家的生産の現実的運動」との「不一致j をとく，

F資本論Jの想定は，資本論の三部嬬成という基本構造と相容れない異質の

方法といわざるをえないのである。つまり第1巻，第2巻の展開の「基礎j

をなす「資本と労働との関係jを規融ずる「内的法則Jが， 1全体として考

察された資本の運動過程」において，資本の「具体的諸形態」をとおして，

「競争の基本法則j として「現実」化するというのは，このような個別資本

乃至個別商品において直接妥当した印刷直法良川がそれらの相互関係をとお

Lて社会的に「修正」され， 1生産価格」の法却に「転イじするというので

はなく，この「内的法郎jが総体的な社会的再生産を規融しつつ，倒7JIJ資本

乃歪個別商品の具体的関連をとおして実現される機構と，それに応じた資本

の具体的形態規定の新たな展開として理解されねばならなし、。総体的な「資

本と労働との関係」を規制する「内的法則」が， 11題担資本 G…G の形式に

よる相互的関連によってうけとめられ， 1競争の基本法則Jとして新たな形
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態規定，資本の具体的諸形態を展開するという過程こそ，第1巻，第2巻か

ら第3巻へと進展する儲値規定を基軸としした体系的編成の論理の必然的歩

みであるとすれば，第3巻の胃頭において論証されねばならぬはならぬの

は w資本論』で遂行されているような僧加資本における剰余価値と投下資

本とがそのまま利潤と費用価務としてあらわれることによって生ずる「現実

的運動Jとの「不一致J，あるいは師鑑規定における「背離」を，価{度規定

の「修正Jとして説明することではありえない。

ここでは「費用価格」と「利潤」という新たな形態規定が展開されること

によって「一般的利潤率jが形成されねばならぬ必然性こそが論証さるべき

問題なのであって，倍加資本の平等な利潤率を前提とした「競争Jはつねに

「平均利潤Jをうみだすという第8章末尾において無批判的に採用されてい

る想定自体が，この第2篇で論証されるべき中心テ{マなのである。論証さ

れるべき関係が資本の「現実的運動Jとしてただちに前提され，論証する必

要のない{随値法則の「修正」が，この第3巻冒頭の篇の主題として据えられ

るというのは，ここでのマルクスの誤った方法がもたらした問題の完全なと

りちがえである。

では個別資本が G…G 形式をとおして相互に関係することによって展開

される「費用価格j と「利潤j という形態規定は，なぜ必然的に「一般的利

潤率の形成Jという結果をもたらすことになるのか。

この利潤論における核心的問題を正しく設定することをマルクスにはばん

だのは，根本的には『資本論』 体系における資本形態論の自立的展開の欠除

に求められるO 周知のように『資本論』では， 1"資本の生産過程jの解明に

はいる前にその前提として，第l篇「商品と貨幣J，第2篇「貨幣の資本へ

の転化」をおいているが，ここで論証されているのは，商品世界が貨幣をう

みだす過程と，この成果としての貨幣が労働力商品の媒介によって産業資本

へ転化する滋謹とであって，貸幣がし、かにして資本形態 G-W-G'をうみ

だすかは問題とされていなL、。1"貨幣としての貨幣と資本としての貨幣とは

さしあたりその相異なる流通形態によってのみ区別されるめJとして， G-



84 経済学研究第 13巻第l号

W-G'形式は自明の前提として想定され，ただちにその内容の分析にした

がっているのであるO 荷品形態，貨幣形態の解明につづいて必然的に展開さ

れるべき資本形態の解明が『資本論Jにおいて完全に欠落していることの理

由についてはすで、に別稿で、考察した。(注)

(注)拙稿 1W流通』と『生産J一一『資本論J体系における『貨幣の資本への転

化Jの論理J Cl北大経済学研究」第12巻第2号所収)参照。

この資本形態の考察の欠落は，資本の「競争」による「一般的利潤率」の

形成の論証に根本的な影響をあたえることになった。 G一札l-G'形式は，

貨幣を媒介として形成された諸高品流通を，さらに「貨幣Jの自立的な循環

のうちに結合することによって，資本流通の構成要素として措定する最も単

純な，したがって最も基本的な形式であるO それゆえこの形式においては，

呉った価格体系をもっ諸商品流通が前提されるとともに，それらを媒介しつ

つより多くの傾値増殖をめざして運動する諸商人資本相互の競争は，諸資本

相互の利潤率の関係としてあらわれることになる。ここで在意すべきは，こ

のようなより大きな価値増殖をめざす諸資本の競争は，この設踏においては

まだけっして客観的に均等な利潤率をもたらす資本機構の形成を意味するも

ので、はなし、ということである。 G-W-σ 形式が媒介する商品流通は，ー

の特殊な生産通程によって内的に規制された流通で、はなく，たんに流通手

段としての貨幣を中心として「貨幣jによってその流通世界としての統一性

を維持するところの「それ自体としてみれば，前提された南極の媒介?りに

すぎない「流通jであるO そしてかかる「流通」の媒介という意味において

「商人資本 (daskommerziell巴 Kapital)はたんに流通資本であり，そして流

通資本は，資本の最初の形態であめ」り，それゆえ商人資本はたえざる変動

のうちにある商品流通を資本流通のうちに統一的商品世界として形成するの

であるが，その統一性はあくまで流通過程としての限度内における統一性で

あって，流通界の諸{部格体系を統一的な単一の価格体系として形成，維持す

ることはできなL、。生産過程をその外部に前提するにすぎない流通過程は，

たとえ G-W-G'形式によって媒介されることによって，差異をもった諸
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価格体系を一つの価格体系へと均等化してゆく流動化機構合うるとしても，

それが生産過程自体をこの機構の内部に包摂することによってこの生産過程

の外部性を止揚するものでない以上，この流通世界の統一化を全社会的機構

として完全に確立することはできないのであるO かくて，流通過程において

遂行される形式的統一化が外部的生産過程によってたえず阻害され，その結

果たえざる変動のうちに分裂と統一の不規則な活動をくりかえす蕊品世界の

鏑館関係を反映して，この資本流通はやはり均等化しつつも結果的にはたえ

ざる不均等のうちに分裂する利潤率の運動となってあらわれることになる。

これはもちろん，西人資本においては，現実的に社会的生産力を自己の内部

に位置つ守け，商品流通を媒介として統一的生産関係として確立することが不

可能であることの理論的反映にほかならなし、。すなわち「この形態にあって

は資本は，まだ生産の基礎にはなっておらなし川」からであって，流通過程

の変動に応じて生産過程が適合的に変動してゆく社会的再生産構造が確立さ

れていなし、からであるO

このような流通形態としての商人資本の運動は，現実的に均等化しえない

利潤率を形式的に利子率として均等化する九、っそう発展した形態J 1"貨幣

資本および資幣利子，すなわち高利貸 (Wucher )9) J，つまり G…G'形式を
必然、的にもたらさざるをえない。しかしこの資本形態の成立は，形式的な利

子率の均等化は意味しても，その根拠をなす利潤率の均等化し，したがって

生産過程の流通過程に対応した統一的再生産機構としてのー絞的確立を意味

するものではなし、。このような資本形態の展開が，終局的には労働力の商品

化にもとづく，流通形態による生産過程の全面的包摂，つつまり産業資本形

態の成立にみらびかれざるをえないゆえんである。

産業資本においても，資本の「一般的範式10)Jは G-W-G'と規定され

る以外にはないが，これは産業資本といえども，その循環内部の生皮過程は

購入した W の構成要素棺互ににおける質料変換として遂行されるにすぎな

い以上，あくまで流通形態としては， 1"貨幣一一みずからを商品に転形し，

そして商品の販売により，みずからをより多くの貨幣に再転形にする貨幣11)J 
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にすぎないからである。したがって産業資本が個別資本として相互に競争す

る現実的過程は，根本的には利i間率の大きさなめぐる資本の移動を媒介とし

た社会的生産過程自体の量的再編成の過程としておこなわれるとしても，そ

れは直接には商品の「購貿と飯売」の量的変動としてあらわれる以外にはな

い。偲別的資本が競争過程において商品の購買と販売の過程をくりかえしつ

つ運動しながら，これを資本の科j関率の運動に反映せしめるという形式にか

んしては商人資本も産業資本も異るところがなL、。そのような利潤率の運動

へ反映せしめられる無政府的な資本の運動が，結高実質的にも無政府的で不

統一な利潤率のたえざる変動となって終るか，その運動の中心としての一般

的利潤率を形成しつつ実質的には統一的な運動体としての商品世界を構成す

ることになるか，この点はそれゆえ，たんなる資本形態 G-W-G'にかか

わるのではなく，この資本形態と社会的再生産過翠との関連の問題としては

じめて明らかにされるのである。

G-W-G'においてあらわれる個舘増嬢の根拠は，産業資本にあっては

その館環の内部において購買された労{動力のもたらす剰余労働以外にはあり

えないのだから，より大きな利潤をもとめて運動する個別資本間の関係も，

結局この資本と剰余労働の関係によって規制されざるをえず，需要に対応し

て供給を変動せしめる有機的な社会的労働配分とし、う実体的内容をともなう

体系的資本分配がこの資本の自由競争の成果として措定される。資本の自由

な運動が，一般的利潤率の形成とL、う成果において総括されるのは，このよ

うな価値増殖の根拠を完全に自己の運動の内部に措定したことの資本形態に

おける反射規定にほかならなL、。つまり同じ G-W-G'形式をとおして栂

互に関係しながらも，このより高い利潤を求めて運動する資本の関係が，た

えざる不等な科潤率のうちに分裂してゆく商人資本と異って，生産過程を内

部イヒすることによって価値増殖の根拠を内的に措定しえた産業資本にとって

は個別的な G-W-G'運動も，この資本内部で生産された一定の社会的総

剰余価値を相互に配分する機構を形成するにすぎず，このような労働の社会

的均衡配分という経済原則の貫徹が，この自由競争をとおして個別的資本に
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社会的資本の可除部分としての位霊をあたえ，個別資本は「この形態では，

一つの社会的勢力一-これにおける各資本家の持分は社会的総資本中のかれ

の持分に比倒するーーとして意識され12)Jることになるのである。

かくて「資本と労働との基本的関係、」を規制する「内的法則J としてのi

「価値法部」は， j毘別資本格互の「競争」を媒介とする「一般的利潤率J形成

の論理をとおして自己を「現実的」に措定することになるO 個別資本の自由

な競争は，産業資本形式による社会的生産の完全な把握を前提とすれば，結

局生産価格による商品交換と一般的利潤率の形成にみちびかれざるをえない

ということ，これがこの段階における価値法見の貫徹をしめすものであり，

このような資本の新たな形態規定の援開なあきらかにすることが同時に儲{宜

法則の具体的な論証をなすのであるO したがって個別資本乃至個別商品にお

ける価値と価格の背離の限界の数字的確認とか，価値総額と生産価格総額のi

一致の算術的証明とか，再生産表式でしめされた経済原則を侵害することな

き価値どおりの交換から生産価格による交換への「転化」の数式的証明とか

いう一連の問題は，価値法則の正しい現解を前提とすれば本来問題となりえ

ない問題なのである。もちろんこうして形成された生産価格を基準とする交

換によって獲得される利潤総額は，総剰余価値の貨幣化されたもの以外であ

りうるはずがなL、。このことはすでに，第 1巻，第2巻をとおして完全に論

証してきたことであり，第3巻はたんにその成果をうけとめて， 1周到資本の十

形態規定の展開をとおしてそれが現実的に具体化する様相をあきらかにする

だけで充分であって，いまさら数字的つじつまをあわせるための算術問題を

くりひろげる必要は全くないのである。

商品形態，貨幣形態につづく資本形態論の展開と，それにもとづく社会的

貿料代謝過程一般としての生産過程と流通形態との正しい関連の設定，産業

資本における「資本と労働との基本的関係Jを規制する「内的法則Jによる価

値増殖の根拠の論註，以上のような意味で総体的に生産過過程と流通過程のj

統ーとして規定された産業資本の構成要素たる箔別資本が，流通過程をとお

して相互に規制しあいながらブルジョブ社会の表面において現実的に展開す
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る資本の具体的運動機構の解明一一これが産業資本における「費用価格ム

「利潤J，r一般的利調率」概念成立にいたる論理の歩みであり，この「一般
的利関率」は以上のような資本の全体系的構成の関連のうちに規定された総

体としての社会的剰余価憶が，個別的資本の競争においてとる具体的な関連

以外の何ものでもなL、0

マルクスが，各部門において呉る剰余価値が合算されて均等な利潤率とし

てあらわれる過程を説明する場合，各資本をあわせて「ー偲の総資本とみ

なJして，資本の「平均構成」をみちびきだし，これに対志した「平均剰余

価値j を「総資本」に対する「利潤率」 として計算しているのも 「各特殊

的部門」でそれぞれ「特殊的利潤率13)Jが成立するとL、う奇妙な前提を別と

すれば，総、体としての剰余価値が個別j資本をとおして利潤としてうけとめら

れる機構を想定しているからにほかならなし、。各部門での剰余個鑑を集めて

いったんその部門における「特殊的利潤率」合成立せしめ，さらにこれを合

して「一般的利偶率Jをみちびくという諜作はまったく無用であろう O 個

別的利潤の総体が全体の剰余価値によって規制されることがあきらかになれ

ば，個別資本の競争によって「一般的利潤率Jが形成されねばならぬことは

自明であって，この全資本関係からする総剰余価値の枠づけと，個別資本に

おける「費用価格」と「利潤J範轄によるそのうけとめが，一般的利潤率形

成の論理の全内容をなすのである。

マルクスは，第 1巻と第2巻で「それ自体としてとりあげ、られたJ r直接

的生産過程」と「流通過程」を研究して，資本家的生産過程は「全体として

考察すれば生産過程と流通過程との統ーであることJを切らかにするととも

に，このような「全体としてJの「資本家的生産過程Jを貫く「内的法則」を

「価値法即j として把握し，第3巻では「全体として考察された資本の運動

過程から生ずる具体的諸形態を発見して叙述するJことによって，この「価

値法則jが「現実的Jに展開する具体的様相を偲illj資本の「相互的行動たる

競争Jにおける「競争の基本法則Jとして確定するという，資本家的生産様

式の現実的構造に対応した資本家的生産解明の理論体系を『資本論Jの三巻
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v編成として定著する方法をすでに確立していた。 この方法にしたがうなら

4ば， j価値法則は， r資本と労働との基本的関係Jをとおして資本家的生産の
「内的法鄭」として作用することによって，総資本にたし、する総剰余価値量

を規定し，個別資本の競争過程を媒介として「一般的利潤率」形成の過程と

して具体化するのであって，この「一般的利潤率の形成Jそれ自体が「価値

法則Jの具体的展開の過程にほかならぬことは傍らかであろう。したがって，

競争による一般的利潤率の形成を前提としながら，髄値どおりの交換から生

産価格にもとづく交換への「転化」による，総価値と結、価格，総剰余価値と

総利潤の異同を検証するという問題は，このような備値法則の理解を前提す

ればもともと発生しえない問題なのである。

一方でこのような儲億法則理解にもとづく『資本論』の有機的な編別構成

の体系を確立しておきながら，しかも他方でこれと本質的に相容れない個別

t商品の価値どおりの交換な想定し，その生産価格による交換への「転北Jの

過程をトレースすることによって価値規定の生産価格規定への「転化jを数

式的に破綻なく遂行しようとしづ古典派的な方法をマルグスが間執すること

になったのは，いうまでもなく『資本論Jのいたるところで露認している，

A価笹法尉を寵接に個別的商品交換乃至個別的資本の生産過程にそくしてとら

える考え方にもとづくものであるといってよいであろう O しかし，ここでは

後者のような価値法則理解が， r貨幣の資本への転化jの考察において，マ
ルクスをして，商品形態論，貨幣形態論にたいして独立した資本形態論を展

、関することを阻げ，それによって，流通形態に包摂された総体的生産過程を

とおして価値規定がはじめて経済原則にもとづく「一般的価値法則j として

確立するということの論証が，あいまいの儲残されるとL、う結果女生み，か

くて産業資本の個別的流通過程においては，背後に貫徹する「内的法問」と

しての価値法則が，生産価格形態をとおして具体的に実現されることによっ

て必然的に一般的利潤率の形成にみらびかれれざるをえないという資本家的

生産様式の独自の構造を把握することが困難になったということを指擁して

ーおくのが肝要であろう。正しい価値法則の理解にしたがうならば，もともと
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価値はし、かなる意味においても生産価格に「転化j しうるものではなく，生

産価格と一般的利鞘率の形成という関係は，価値法期の「現実的」な貫徹の

様相として把握されねばならないのであって，この関係を{箇別高品の価値ど

おりの交換からの「偏傍」乃至「修正」として理解し，マルクスがが途中で

挫折したこの「舗傍J乃査「修正jの完全な遂行を算術的にしとげることに

よって『資本論』体系の「再検討」を試みたり，または新たな体系を「再構

成」したりしようと L、う試みはそれ自体，本来のマルクス経済学の体系と方

法とにとっては無縁にしてかっ無益な企てといわなければならないD
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